
令和４年３月 

 甲府労働基準監督署 監督安衛課  

  地方労働衛生専門官 鷹取正紀 



■工事対象となる全ての部材について、石綿が含まれているかを事前に設計図
書などの文書と現物を目視で調査し（事前調査）、調査結果の記録を３年間保存
することが義務付けられています。 
■建築物及び船舶の事前調査は、厚生労働大臣が定める者に行わせることが義
務になります。（令和５年10月～） 
 
 

工事開始前の石綿の有無の調査 

■石綿が含まれている保温材等の除去等工事の計画は１４日前までに労働基準監
督署に届け出る義務があります。 
■一定規模以上の建築物、船舶、特定の工作物の解体・改修工事は、事前調査結
果等を電子システム（スマホも可）で報告することが義務になります。（令和４年４月
～） 

工事開始前の労働基準監督署への届出 

■除去工事が終わって作業場の隔離を解く前に、資格者による石綿等の取り残
しがないことの確認が必要になります。 

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制 

石綿則の改正内容 



■石綿が含まれている仕上塗材をディスクグラインダー等を用いて除去する工
事は、作業場の隔離が義務付けられています。 

■石綿が含まれているけい酸カルシウム板第１種を切断、破砕等する工事は、
作業場の隔離が義務付けられています。 

■石綿が含まれている成形板等の除去工事は、切断、破砕等によらない方法で
行うことが原則義務となります。 

石綿含有仕上塗材・成形板等の除去工事に対する規制 

■石綿が含まれている建築物、工作物又は船舶の解体・改修工事は、作業の実施
状況を写真等で記録し、３年間保存することが義務付けられています。 

写真等による作業の実施状況の記録 

石綿則の改正内容 



石綿障害予防規則等の改正のポイント（令和２年７月公布） 

改正前 改正後 ※下線部分が改正内容 

レベル１  

石綿含有吹付け材 

 

 

 

 

  
レベル１  

石綿含有吹付け材 

レベル２ 

石綿含有保温材、 

耐火被覆材、断熱材 

 

 

 

 

 

レベル２ 

石綿含有保温材、 

耐火被覆材、断熱材 
 

レベル３ 

スレート、Pタイル、 

けい酸カルシウム板1種

等 

その他石綿含有建材 

 

 

 

 

 

 
 

けい酸カルシウム板

1種※２（破砕時） 

仕上げ塗材（電動工

具での除去時） 

レベル３ 

スレート、Pタイル等 

その他石綿含有建材 
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存 
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健康診断 

負圧隔離 
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点検 
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象
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※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事 
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い 
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■ 以下のいずれかの工事を行おうとするときは、あらかじめ、事前調査の結
果等を労働基準監督署に電子報告しなければならない。 

  

＜報告が必要な工事 その１＞  

 

① 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事 

      ※建築物の解体工事とは、建築物の壁、柱および床を同時に撤去する工事をいう 

 

② 請負金額が100万円以上の建築物の改修工事 

      ※建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更を加える工事であっ 

        て、建築物の解体工事以外のものをいう 
        ※請負金額は、材料費も含めた工事全体の請負金額をいう 

解体・改修工事に係る事前調査結果等の報告制度の新設（第４条の２） 



＜報告が必要な工事 その２＞  

 

③ 請負金額が100万円以上の以下の工作物の解体工事・改修工事 

 ・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器 
 ・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等を 
   除く） 
 ・焼却設備 
 ・煙突（建築物に設ける排煙設備等を除く） 
 ・貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く） 
 ・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く） 
 ・変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む） 
 ・トンネルの天井板 
 ・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板 
 ・遮音壁、軽量盛土保護パネル 

 
④ 総トン数が20トン以上の船舶の解体工事・改修工事 
 （令和４年１月13日厚生労働省令第３号により追加） 

解体・改修工事に係る事前調査結果等の報告制度の新設（第４条の２） 



報告に関するポイント 

 ・報告が必要となる基準であって、事前調査そのものが必要となる基準では
ない 
  (例：床面積・請負金額にかかわらず、建築物の解体・改修工事は原則事前調査が必要 
    事前調査結果の報告対象とならない工作物も原則事前調査は必要） 

 
 ・石綿がなしでも報告が必要。石綿全面禁止日（着工日等が平成18（2006）
年９月１日）以降の建築物・工作物・船舶であっても報告が必要。 
（ただし、令和２年基発0804第８号記の第３の（１）ア③「事前調査の対象とならない作業」に基づ
き事前調査を行わなかったものについては報告不要） 

  
・同一工事を複数事業者が請け負っている場合は、元請事業者がまとめて報
告する必要がある。 

 

 ・法的に報告が必要となる項目は、石綿則第４条の２第２項のとおり。 
（①建築物・工作物・船舶のいずれの工事か、②新築工事の着工日が2006年9月1日以降か否か､ 

③事前調査者の資格要件の施行（2023年10月1日）の前後、④石綿の有無等によって報告項目 

が異なってくる）  



石綿事前調査結果の電子報告がはじまります 



石綿事前調査結果の電子報告がはじまります 



■事前調査や分析調査は、要件を満たす者が実施する必要 

◆建築物の事前調査を実施することができる者 
・特定建築物石綿含有建材調査者 

・一般建築物石綿含有建材調査者 

・一戸建て等石綿含有建材調査者  

 ※一戸建て住宅・共同住宅の住戸の内部に限定 

・令和５年９月までに日本アスベスト調査診断協会に登録された者 

◆船舶の事前調査を実施することができる者 
・小型船造船業法に基づく主任技術者や建築物石綿含有建材調査者等であって、石綿や船舶等に係る一定の教育を受け修了考
査に合格した者（別途告示で定める予定） 

◆分析調査を実施することができる者 
・厚生労働大臣が定める分析調査者講習を受講し、修了考査に合格した者 

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業」により認定されるAランク若しくはBランクの認定分
析技術者又は定性分析に係る合格者 

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修（建材定性分析エキスパートコース）修了者」 

・一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技能試験（技術者対象）合格者」 

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト分析法委員会認定JEMCAインストラクター」 

・一般社団法人日本繊維状物質研究協会が実施する「石綿の分析精度確保に係るクロスチェック事業」により認定される「建築物
及び工作物等の建材中の石綿含有の有無及び程度を判定する分析技術」の合格者 

 工事開始前の石綿の有無の調査  (令和５年10月１日施行) 



令和２年度 

事前調査方法の明確化 

４月 10月 

分析調査を不要とする規定の
吹付け材への適用 

事前調査・分析調査を行う者
の要件新設 

事前調査及び分析調査結果の
記録等 

解体・改修工事に係る事前調
査結果等の報告制度の新設 

石綿含有成形品に対する措置
の強化（切断等の原則禁止） 

作業実施状況の写真等による
記録の義務化 

計画届の対象拡大 

けい酸カルシウム板第１種を
切断等する場合の措置の新設 

負圧隔離を要する作業に係る
措置の強化 

４月 ４月 

改
正
石
綿
則
・
安
衛
則
の
公
布 

周知 令和３年４月施行 

労働者ごとの作業の記録項目
の追加 

発注者による事前調査・作業
状況の記録に対する配慮 

７月 

仕上塗材を電動工具を使用し
て除去する場合の措置の新設 

10月 

石綿障害予防規則等の改正事項と施行日 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

周知 令和３年４月施行 

周知、事前調査・分析調査を行う資格を有する者の育成（全国的な講習の実施） 
令和５年
10月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知、電子報告システムの開発 令和４年４月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和２年10月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和３年４月施行 

周知 令和２年10月施行 
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施行日前であっても必要な
知識等を有する者に 

行わせることが望ましい！ 

それぞれの施行日以降に開始
される工事/作業から適用 

（調査時点ではないことに留
意） 



厚生労働省では、「溶接ヒューム」について、労働者に神経障害等の健康障
害を及ぼすおそれがあることが明らかになったことから、労働安全衛生法施行
令、特定化学物質障害予防規則（特化則）等を改正し、新たな告示を制定しま
した。 

 改正政省令・告示は、令和３年４月１日から施行・適用します。 

 ※一部経過措置があります。（令和４年４月１日施行、フィットテストの実施については令和５   

  年４月１日施行） 

 



 溶接ヒューム（金属アーク溶接等作業（※）において加熱により発生する粒
子状物質） について、 新たに特化則の特定化学物質（管理第２類物質）とし
て位置付けました。  

※金属アーク溶接等作業 
 ・金属をアーク溶接する作業 
 ・アークを用いて金属を溶断し、またはガウジ 
  ングする作業 
 ・その他の溶接ヒュームを製造し、または取り 
  扱う作業 
 （燃焼ガス、レーザービーム等を熱源とする溶 
  接、溶断、ガウジングは含まれません） 



（１）全体換気装置による換気等（特化則第３８条の２１第１項） 

●金属アーク溶接等作業に関する溶接
ヒュームを減少させるため、全体換気
装置による換気の実施またはこれと同
等以上の措置を講じる必要があります。 
※「同等以上の指置」には、プッシュ
プル型換気装置、局所排気装置が含ま
れます。 

【全体換気装置の例】 

●「全体換気装置」とは、動力によ
り全体換気を行う装置をいいます。
なお、全体換気装置は、特定化学物
質作業主任者が、１月を超えない期
間ごとに、その損傷、異常の有無な
どについて点検する必要があります。 

【局所排気装置の例】 



（２）溶接ヒュームの測定、その結果に基づく呼吸用保護具の使用及びフィットテストの実施等 

（特化則第３８条の２１第２項～第８項） 

●「金属アーク溶接等作業を継続して行う屋内作業場」の場合 
 ・当該作業の方法を新たに採用し、または変更しようとするときは、次図（必要な措置の流れ） 
  の措置を講じることが必要です 。 
 ・なお、現に当該作業を行っている場合は、令和４年３月３１日までに次図の①の措置を講じる 
  ことが必要です 。 
 
 
 ※「変更しようとするとき」には、以下の場合が含まれます。 
  ・溶接方法が変更された場合 
  ・溶接材料、母材や溶接作業場所の変更が溶接ヒュームの濃度に大きな影響を与える場合 



（２）溶接ヒュームの測定、その結果に基づく呼吸用保護具の使用及びフィットテストの実施等 



個人ばく露測定により、 空気中の溶接ヒュームの濃度を測定します。 

①、③ 溶接ヒュームの濃度の測定等（※測定等告示第１条） 

（注）個人ばく露測定は、第１種作業環境測定士、作業環境測定機関などの、当
該測定について十分な知識・経験を有する者により実施してください。 

※金属アーク溶接等作業を継続して行う屋内作業場に係る溶接ヒュームの濃度の測定の方法
等（令和２年厚生労働省告示第286号） 



個人ばく露測定の詳細 

① 試料空気の採取は、金属アーク溶接等作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機器を用 
 いる方法により行います。 
   ※試料採取機器の採取口は、労働者の呼吸する空気中の溶接ヒュームの濃度を測定するために最も適切な部位（ 
   呼吸域）に装着する必要があります。その際、採取口が溶接用の面体の内側となるように留意します。 

 
② 試料空気の採取の対象者、 時間は以下のとおりです。 
 ・試料採取機器の装着は、 労働者にばく露される溶接ヒュームの量がほぼ均一であると見込まれ 
  る作業（以下「均等ばく露作業」）ごとに、それぞれ、適切な数（２人以上に限る）の労働者 
  に対して行います。 
                                                                                  ※均等ばく露作業に従事する一の労働者に対して、必要最小限の間隔をおいた２以上の作業日において試料採取機 
 器を装着する方法により採取が行われたときは、この限りではありません。 

 
 ・試料空気の採取の時間は、当該採取を行う作業日ごとに、労働者が金属アーク溶接等作業に従 
  事する全時間です。なお、採取の時間を短縮することはできません。 
 
③ 試料採取方法は、作業環境測定基準第２条第２項の要件に該当する分粒装置を用いるろ過捕集方 
  法またはこれと同等以上の性能を有する試料採取方法により行います。 
 
④ 分析方法は、吸光光度分析方法、原子吸光分析方法、左記と同等以上の性能を有する分析方法に 
  より行います 。 



① 溶接ヒュームの濃度測定の結果に応じ、換気装置の風量の増加その他必要な措置を講じます
（次に該当する場合は除きます。）。 
 ・溶接ヒュームの濃度がマンガンとして０．０５ｍｇ／㎥を下回る場合 
 ・同一事業場の類似の溶接作業場において、濃度測定の結果に応じて十分に措置内容を検討し 
  、当該対象作業場においてその措置をあらかじめ実施している場合 
 
 
 
 
 
 
② ①の措置を講じたときは、その効果を確認するため、再度、個人ばく露測定により空気中の 
 溶接ヒュームの濃度を測定します。 
 
③ 個人ばく露測定による溶接ヒュームの濃度の測定等を行ったときは、その都度、必要な事項 
 を記録します。 
 （当該金属アーク溶接等作業方法を用いなくなった日から３年保存） 

 

② 換気装置の風量の増加その他の措置（特化則第３８条の２１第３項） 

※「その他必要な措置」には、次の措置が含まれます。 
 ・溶接方法や母材、溶接材料等の変更による溶接ヒューム量の低減 
 ・集じん装置による集じん 
 ・移動式送風機による送風の実施 



① 溶接ヒュームの濃度の測定の結果得られたマンガン濃度の最大の値（Ｃ）を使用し、以下の
計算式により「要求防護係数」を算定します。 
 
 
             要求防護係数 
 
 
② 「要求防護係数」を上回る「指定防護係数」を有する呼吸用保護具を、以下の一覧表（抜
粋）から選択します 。 
 
                 指定防護係数※一覧 （抜粋） 
 

④ 呼吸用保護具の選択の方法（測定等告示第２条） 



（参考）呼吸用保護具の種類 



●フィットテストの方法 
 ① JIS T8150（呼吸用保護具の選択、使用および保守管理方法）に定める方法またはこれと同
等の方法により、呼吸用保護具の外側、内側それぞれの測定対象物質の濃度を測定し、以下の計 
算式により「フィツトファクタ」を求めます。 
 
 
 
 ② 「フィットファクタ」が、以下の「要求フィットファクタ」を上回っているかどうかを確認 
  します。 
 
 
 
 
●フィットテストの記録の方法 
 確認を受けた者の氏名、確認の日時、装着の良否、上記の確認を外部に委託して行った場合の
受託者の名称を記録します。 
 
 
 
 
 

⑤ フィットテストの方法（測定等告示第３条） 



（３）掃除等の実施（特化則第３８条の２１第９項） 

 金属アーク溶接等作業に労働者を従事させるときは、当該作業を行う屋内作業場の床等を、水洗等
によって容易に掃除できる構造のものとし、水洗等粉じんの飛散しない方法によって、毎日１回以上
掃除しなければなりません。 

（４）特定化学物質作業主任者の選任（特化則第２７条、第２８条） 

 「特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習」を修了した者のうちから作業主任者を選
任し、職務を行わせることが必要です。 

（５）特殊健康診断の実施等（特化則第３９条～第４２条） 

 溶接ヒュームを取り扱う作業に常時従事する労働者に対して、健康診断を行うことが必要です。 
 
 
 ※金属アーク溶接等作業に常時従事する場合は、上記とは別に「じん肺健康診断」の実施（じん肺 
  法第７～９条の２）が必要ですのでご注意ください。  
 
 
 



（６）その他の必要な措置 

 溶接ヒュームを取り扱う作業に関し、次の措置を講じることが必要です。 

 ①安全衛生教育（安衛則第35条）        ⑥休憩室の設置（特化則第37条） 
  ※特に「呼吸用保護具の性能及びこれらの取扱い方法   ※作業場所以外の場所に休憩室を設ける。 
    に関すること」など。 

                        ⑦洗浄設備の設置（特化則第38条） 
 ②ぼろ等の処理（特化則第12条の２） 
                        ⑧喫煙または飲食の禁止（特化則第38条の２） 
 ③不浸透性の床の設置（特化則第21条）      ※対象物を製造・取り扱う作業場での喫煙・飲食の 
                              禁止と、その旨の表示を行う。 

 
 ④立入禁止措置（特化則第24条）                ⑨有効な呼吸用保護具の備え付け等 
                                                  ※必要な呼吸用保護具を作業場に備え付ける。 

 ⑤運搬貯蔵時の容器等の使用等（特化則第25条） 



 
改正内容に関する通達・資料はこちら 

 
厚生労働省ホームページ 

https://www.mhlw.qo.jp/stf/seisakunitsuite/bunva/0000099121 00001.html 
 
 

条文の参照は、ｅ－ＧＯＶ法令検索システム 
https://elaws.e-qov.qo.jp/ 

 



 

 

 

御清聴ありがとうございました。 


